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府 成 担 第 5 号  

平成 29 年 3 月 24 日 

各都道府県知事 殿 

 

内閣府大臣官房成年後見制度利用促進担当室長 

（公印省略） 

 

 

成年後見制度利用促進基本計画の策定について 

 

 

 成年後見制度の利用促進につきましては、平素より御協力をいただき、厚く御礼申し上げます。 

 さて、政府においては、平成 29 年 3 月 24 日、成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成 28

年法律第 29号、以下「促進法」という。）に基づく成年後見制度利用促進基本計画（以下「基本計画」

という。）を閣議決定いたしました（別添）。今後、政府においては、本計画に基づき、関係省庁が連

携して総合的かつ計画的に成年後見制度利用促進策に取り組むこととなります。 

 促進法第 23条第 1 項において、市町村は、基本計画を勘案して、市町村における成年後見制度の

利用の促進に関する施策についての基本的な計画を定めるよう努めるものとされております。また、

促進法第 24条において、都道府県は、市町村が講じる第 23条の措置を推進するため、各市町村の区

域を超えた広域的な見地から、成年後見人等となる人材の育成、必要な助言その他の援助を行うよう

努めるものとされています。 

 基本計画のポイントや都道府県・市町村の役割等につき、以下の通り通知しますので、御参照の上、

各地域における施策推進に御尽力いただきますようお願いします。 

 

Ⅰ．基本計画のポイント（参考 1「成年後見制度利用促進計画について」参照） 

 基本計画のポイントは以下の 3 点です。（※それぞれの施策の今後の進め方等については下記Ⅳ．

を参照のこと） 

１．利用者がメリットを実感できる制度・運用の改善 

 ・財産管理のみならず、意思決定支援・身上保護も重視した適切な後見人の選任・交代 

 ・本人の置かれた生活状況等を踏まえた診断内容について記載できる診断書の在り方の検討   

２．権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり 

 ・①制度の広報②制度利用の相談③制度利用促進（マッチング）④後見人支援等の機能を整備 

 ・本人を見守る「チーム」、地域の専門職団体の協力体制（「協議会」）、コーディネートを行う「中

核機関（センター）」の整備 

３．不正防止の徹底と利用しやすさとの調和 

 ・後見制度支援信託に並立・代替する新たな方策（※預貯金の払戻しに後見監督人等が関与するイ

メージ）の検討  

※計画対象期間は概ね 5年間を念頭（基本計画の最終ページに「工程表」あり）。 
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Ⅱ．都道府県の役割 

１．促進法の規定ぶり 

 都道府県の役割に係る促進法の規定（第 24条）は以下の通りです。 

 

２．基本計画における記載 

基本計画（p.22）では、都道府県の役割について以下の通り記載しているところです。 

 

Ⅲ．市区町村の役割 

１．促進法の規定ぶり 

第 24条 都道府県は、市町村が講ずる前条の措置を推進するため、各市町村の区域を超えた広

域的な見地から、成年後見人等となる人材の育成、必要な助言その他の援助を行うよう努め

るものとする。 

②都道府県 

○ 促進法第 24条において、都道府県は、市町村が講ずる措置を推進するため、各市町村の区域

を超えた広域的な見地から、後見人となる人材の育成、必要な助言その他の援助を行うよう努

めるものとされている。  

○ また、促進法第 5条では、地方公共団体は、成年後見制度の利用の促進に関する施策に関し、

国との連携を図りつつ、自主的かつ主体的に、その地域の特性に応じた施策を策定し、及び実

施する責務を有するとされており、家庭裁判所が都道府県を基本単位とする機関であることや、

専門性の高い司法に関する施策や司法関係機関との連携はハードルが高いと感じる市町村も多

いこと等を踏まえると、都道府県は、都道府県全体の施策の推進や、国との連携確保等におい

て、主導的役割を果たすことが期待される。  

○ 具体的には、都道府県においては、都道府県下の各地域の連携ネットワーク・中核機関の整備

やその取組状況を継続的に把握するとともに、以下のような支援等を行うことが期待される。   

 ・ 各市町村の検討状況を確認しつつ、広域での協議会等・中核機関の設置・運営につき市町村

と調整する。 

その際、家庭裁判所（本庁・支部・出張所）との連携や、法律専門職団体との連携等を効果

的・効率的に行う観点に留意する。 

 ・ 特に後見等の担い手の確保（市民後見人の研修・育成、法人後見の担い手の確保等）や市町

村職員を含めた関係者の資質の向上に関する施策等については、都道府県レベルで取り組む

べき課題は多いと考えられる。 

   都道府県は、国の事業を活用しつつ、市町村と連携をとって施策の推進に努め、どの地域に

住んでいても制度の利用が必要な人に対し、身近なところで適切な後見人が確保できるよう

積極的な支援を行うことが期待される。 

 ・ 各市町村単独で地域連携ネットワーク・中核機関を設置・運営する地域についても、広域的

な観点から、家庭裁判所や弁護士会・司法書士会・社会福祉士会等との連携面など、必要な支

援を行う。 

○ さらに、地域において重層的な支援体制を構築していく観点から、上記の市町村単位の機関

に対し更に広域的・専門的支援を行う、都道府県単位や家庭裁判所（本庁・支部・出張所）単

位での専門支援機関の設置についても、積極的に検討されるべきである。 
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 市町村の役割に係る促進法の規定（第 23条）は以下の通りです。 

第 23 条 市町村は、成年後見制度利用促進基本計画を勘案して、当該市町村の区域における成

年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画を定めるよう努めるとともに、

成年後見等実施機関の設立等に係る支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

2 市町村は、当該市町村の区域における成年後見制度の利用の促進に関して、基本的な事項を

調査審議させる等のため、当該市町村の条例で定めるところにより、審議会その他の合議制の

機関を置くよう努めるものとする。 

 

２．基本計画における記載 

基本計画（p.21）では、市町村の役割について以下の通り記載しているところです。 

 

基本計画において詳述されているように、「権利擁護支援の地域連携ネットワーク」は、各地域に

おいて保健・医療・福祉と司法を含めた連携の仕組みを構築することにより、①制度の広報、②制度

利用の相談、③制度利用促進（マッチング）、④後見人支援等の機能を整備するものです。具体的に

は、①本人を見守る「チーム」、②地域の専門職団体の協力体制（「協議会」）、③全体のコーディネー

トを行う「中核機関」といった仕組みが必要と考えられます。 

中核機関について、基本計画では、市町村単位、又は複数の市町村にまたがる区域での設置を検討

し、地域の実情に応じ、市町村による直営又は市町村からの委託などにより、市町村が設置すること

が望ましい、としております。具体的検討に当たっては、基本計画の以下の記載にも御留意下さい。 

⑤中核機関の設置・運営形態 

（中略） 

○・・例えば、地域連携ネットワークの中核の役割を担うことが適当と考えられる機関に委託す

ること（複数の市町村にまたがる区域で中核機関が設置される場合には、当該複数市町村に

よる共同委託）や、既に「成年後見支援センター」等を設置している地域においてはそうした

枠組みを活用すること等を含め、地域の実情に応じた形で柔軟に設置できるよう検討される

べきである。  （基本計画 p.16～p.17） 

○ 市町村は、上記のとおり、地域連携ネットワークの中核機関の設置等において積極的な役割

を果たすとともに、地域の専門職団体等の関係者の協力を得て、地域連携ネットワーク（協議

会等）の設立と円滑な運営においても積極的な役割を果たす。 

○ 市町村は、上記（2）④に掲げた地域連携ネットワーク・中核機関に期待される機能の段階的・

計画的整備に向け、市町村計画を定めるよう努める。   

○ また、市町村は、促進法第 23 条第 2項において、条例で定めるところにより、当該市町村の

区域における成年後見制度の利用の促進に関する基本的な事項を調査審議させる審議会その他

の合議制の機関を置くよう努めるものとされている。 

市町村は、当該合議制の機関を活用し、市町村計画の検討・策定を進めるほか、当該地域に

おけるネットワークの取組状況について調査審議し、例えば、当該地域において成年後見制度

の利用が必要な人を発見し制度利用につなげる支援ができているか等、地域における取組状況

の点検、評価等を継続的に行うことが望ましい。    

○ なお、先述のとおり、地域における体制整備は、地域福祉や地域包括ケア等の既存の資源・仕

組みを活用しつつ、地域福祉計画など既存の施策と有機的な連携を図りつつ進める。 
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○ 地域連携ネットワークにおけるチーム及び専門職団体による支援体制などの整備に当たって

は、各地域における地域ケア会議、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（平成 17 年法律第 123 号）に基づく協議会、あるいは地域福祉計画に基づき地域活動を行う

各種機関・協議会等、地域福祉や地域包括ケア等の既存の資源・仕組みを活用しつつ、これらと

有機的な連携を図りつつ進める。  （基本計画 p.18） 

 

Ⅳ．今後の進め方等 

１．基本計画上の工程表に記載されたスケジュール 

基本計画上の工程表においては、上記Ⅰ．で記した 3つのポイントにつき、以下のようなスケジ

ュールが記されているところです。 

（１）「利用者がメリットを実感できる制度・運用の改善」関係（基本計画における工程表Ⅲを参照） 

○平成 31年度半ばまでに、国において、以下の取組を進める。 

  ・ 適切な後見人等の選任のための検討の促進 

・ 成年後見制度の利用及び類型の決定手続において、本人の精神の状態を判断する医師が、本

人の生活状況や必要な支援の状況等を含め、十分な判断資料に基づき判断することができる

よう、本人の状況等を医師に的確に伝えることができるようにするための方策と、当該判断

について記載する診断書等の在り方の検討 

○その後、上記の取組を踏まえた新たな運用を開始するとともに、運用状況のフォローアップを行

う。 

（２）権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり」関係（同工程表Ⅳを参照） 

○基本計画では、成年後見制度の利用促進に向け、各地域において「中核機関の設置・運営」「地

域連携ネットワークの整備」を進めることとされています。これらについては、平成 29年度か

ら平成 33年度までの 5年間に、各地域において段階的・計画的に進めることを念頭に置いてい

ます。 

○基本計画の工程表では、まずは、平成 29 年度から平成 31 年度当初まで、国において、相談体

制・地域連携ネットワークの構築支援（各地域の取組例の収集・紹介、試行的な取組への支援等）

を行うことが示されています。具体的には、平成 29 年度予算案に盛り込まれている相談機関や

ネットワークの構築などの体制整備のための事業（認知症総合戦略推進事業（担当：厚生労働省

老健局））等を活用いただくことを想定しています。そうした取組を踏まえ、その後、全国の各

地域における相談体制の強化、地域連携ネットワークの更なる構築を進めることとしています。 

（３）「不正防止の徹底と利用しやすさとの調和」関係（同工程表Ⅴを参照） 

○まず、平成 29 年度から平成 31 年度半ばにおいては、以下の取組を想定しています。 

・ 金融機関において、不正事案の発生を未然に抑止するための適切な管理・払戻方法について、

最高裁判所や法務省等とも連携しつつ、積極的な検討を進めること 

・ 法律専門職は、後見人の後見等の事務について、不適切な点を発見した場合には、家庭裁判

所と連携し適切に対応する等の自主的な取組を進めること 

○これらの取組や、地域連携ネットワークにおける不正防止効果を踏まえ、31年度半ば以降、法

務省等は、最高裁判所と連携し、より効率的な不正防止のための方策を検討していく予定です。 
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２．上記を踏まえた市区町村・都道府県における当面の取組 

各市区町村におかれましては、平成 29 年度から開始される厚生労働省の上記事業によって収集

される各地域の先進的な取組例等も参考にしつつ、各地域の実情を踏まえた計画の策定に取り組

んでいただくことが求められます。 

まず、当面の取組としては、①市区町村における成年後見制度利用のニーズ把握の方法の検討及

び②地域の専門職との連携の在り方（地域にどのような専門職がどのくらい存在するのか、その

専門職とどのように連携をとって「協議会」を作っていくか、家庭裁判所との連携はどのように

図るのか等）などの検討から始めていただくことが考えられます。 

市区町村がこれらの取組を進める上で、都道府県におかれては、管下の市区町村の取組状況の把

握及び専門職との連携（協議会）の在り方等についての広域的な観点からの検討・支援をお願い

いたします。例えば、専門職団体の地方支部と協力して、どのような単位で（市区町村単位か、

ある程度広域的な単位か）ネットワーク（協議会・中核機関）を設置するか、家庭裁判所とはど

のような連携をとるか、及び市民後見人・法人後見などの担い手の確保策をどうするか等の検討

を通じて、各都道府県下の成年後見制度利用促進体制構築に向けた取組をお願いいたします。 

 

また、管下の市区町村に対しては、貴職から御周知いただきますよう併せてお願い申し上げます。 

 

別添  成年後見制度利用促進基本計画（平成 29年 3月 24日閣議決定） 

参考 1 成年後見制度利用促進基本計画について 

参考 2 成年後見制度利用促進基本計画のポイント 

 


